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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧延材が複数列の冷却帯を通過する際に、上記複数列の冷却帯のうちから選択された１
又は２以上の冷却帯での冷却水で水冷すると共に、上記選択されなかった残りの冷却帯で
空冷されることで上記圧延材を目標温度に冷却する冷却装置における上記冷却帯を診断す
る冷却帯診断方法であって、
　上記複数列の冷却帯を通過する前の実際の圧延材温度である入側温度Ｔｅと当該複数列
の冷却帯を通過した後の実際の圧延材温度である出側温度Ｔｄとをそれぞれ測定し、
　上記入側温度Ｔｅと上記出側温度Ｔｄの差である温度降下量を、上記選択された各冷却
帯の水冷時における冷却水の単位時間当たりの各設定流量がそれぞれ予め設定した一定値
となっているとき且つ上記選択された冷却帯の組合せが異なる冷却の条件ごとにそれぞれ
取得し、
　上記温度降下量を複数取得すると、取得した温度降下量毎に、温度降下量とその温度降
下量を求めたときに上記選択された冷却帯の情報とから、温度降下量に応じた抜熱量と上
記各冷却帯での実際の抜熱量との平衡式を求め、求めた複数の平衡式から、上記複数列の
冷却帯のうちの少なくとも一つの冷却帯における、水冷時における単位時間当たりの実際
の冷却水流量である計算流量を求め、
　上記求めた計算流量と上記設定した上記設定流量とから冷却帯の故障診断を行うことを
特徴とする冷却帯診断方法。
【請求項２】
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　上記平衡式は、下記（１）式から求めることを特徴とする請求項１に記載した冷却帯診
断方法。
　Ｔｅ－Ｔｄ ＝（ΣΔＱi／Ｖi）＋ΔＱｅ／Ｖｅ＋ΔＱｄ／Ｖｄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１）
　但し、ΔＱi ＝ Δｑｗi・Ｌi（水冷時の場合）
　　　　ΔＱi ＝ ΔＱＡi （空冷時の場合）
ここで、
ｉ　 ：ｉ番目の冷却帯を示す添え字（ただし、ｉ：１～ｎ、ｎは冷却帯の総数）
ΔＱi ：ｉ番目の冷却帯での水冷若しくは空冷による単位時間当たりの抜熱量
Ｖi 　：ｉ番目の冷却帯での平均搬送速度
ΔＱｅ ：入側温度測定位置から複数列の冷却帯の入側までの単位時間当たりの抜熱量
Ｖｅ ：入側温度測定位置から複数列の冷却帯の入側までの平均搬送速度
ΔＱｄ ：複数列の冷却帯の出側から出側温度測定位置までの単位時間当たりの抜熱量
Ｖｄ ：複数列の冷却帯の出側から出側温度測定位置までの平均搬送速度
Δｑｗｉ：ｉ番目の冷却帯での水冷熱伝達係数
Ｌi ：ｉ番目の冷却帯での上記計算流量
ΔＱＡi：ｉ番目の冷却帯での単位時間当たりの空冷による抜熱量
　である。
【請求項３】
　取得する上記温度降下量の数は、複数列の冷却帯の数以上であることを特徴とする請求
項１又は請求項２に記載した冷却帯診断方法。
【請求項４】
　圧延材を、複数列の冷却帯からなる冷却設備に通過させる際に、上記複数列の冷却帯の
うちから選択された１又は２以上の冷却帯での冷却水で水冷して当該圧延材を目標温度に
冷却する圧延材の冷却方法において、
　上記請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の冷却帯診断方法で故障と診断された冷
却帯を、上記選択対象から外すことを特徴とする圧延材の冷却方法。
【請求項５】
　圧延材が複数列の冷却帯を通過する際に、上記複数列の冷却帯のうちから選択された１
又は２以上の冷却帯での冷却水で水冷すると共に、上記選択されなかった残りの冷却帯で
空冷されることで上記圧延材を目標温度に冷却する冷却装置における、上記冷却帯を診断
する冷却帯診断装置であって、
　上記選択された各冷却帯の水冷時における冷却水の単位時間当たりの各設定流量がそれ
ぞれ予め設定した一定値となっているときに、上記複数列の冷却帯を通過する前の実際の
圧延材温度である入側温度Ｔｅと当該複数列の冷却帯を通過した後の実際の圧延材温度で
ある出側温度Ｔｄとを取得する実績温度取得部と、
　上記実績温度取得部が温度を取得した圧延材部分の冷却に対して上記選択された冷却帯
の組合せを取得する選択冷却帯取得部と、
　上記選択冷却帯取得部の取得した冷却帯の組合せに基づき、冷却帯の組合せとして、予
め設定した複数種類以上の異なる組合せを取得したと判定すると、上記組合せ毎に、上記
入側温度Ｔｅと上記出側温度Ｔｄの差である温度降下量とその温度降下量を求めたときに
選択された冷却帯の情報とから、温度降下量に応じた抜熱量と上記各冷却帯での実際の抜
熱量との平衡式を求め、求めた複数の平衡式から、上記複数列の冷却帯のうちの少なくと
も一つの冷却帯における、水冷時における単位時間当たりの実際の冷却水流量である計算
流量を求める計算流量演算部と、
　上記計算流量演算部で求めた計算流量と上記設定流量とから冷却帯の故障診断を行う故
障診断部と、
　を備えることを特徴とする冷却帯診断装置。
【請求項６】
　上記平衡式は、下記（２）式から求めることを特徴とする請求項５に記載した冷却帯診
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断装置。
　Ｔｅ－Ｔｄ ＝（ΣΔＱi／Ｖi）＋ΔＱｅ／Ｖｅ＋ΔＱｄ／Ｖｄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（２）
　但し、ΔＱi ＝ Δｑｗi・Ｌi（水冷時の場合）
　　　　ΔＱi ＝ ΔＱＡi （空冷時の場合）
　ここで、
ｉ　 ：ｉ番目の冷却帯を示す添え字（ただし、ｉ：１～ｎ、ｎは冷却帯の総数）
ΔＱi ：ｉ番目の冷却帯での水冷若しくは空冷による単位時間当たりの抜熱量
Ｖi 　：ｉ番目の冷却帯での平均搬送速度
ΔＱｅ ：入側温度測定位置から複数列の冷却帯の入側までの単位時間当たりの抜熱量
Ｖｅ ：入側温度測定位置から複数列の冷却帯の入側までの平均搬送速度
ΔＱｄ ：複数列の冷却帯の出側から出側温度測定位置までの単位時間当たりの抜熱量
Ｖｄ ：複数列の冷却帯の出側から出側温度測定位置までの平均搬送速度
Δｑｗｉ：ｉ番目の冷却帯での水冷熱伝達係数
Ｌi ：ｉ番目の冷却帯での上記計算流量
ΔＱＡi：ｉ番目の冷却帯での単位時間当たりの空冷による抜熱量
　である。
【請求項７】
　上記計算流量演算部は、異なる冷却帯の組合せを上記複数列の冷却帯の数以上取得した
と判定すると、複数列の冷却帯の各計算流量を求めることを特徴とする請求項５又は請求
項６に記載した冷却帯診断装置。
【請求項８】
　圧延材を、複数列の冷却帯からなる冷却設備に通過させる際に、上記複数列の冷却帯の
うちから選択された１又は２以上の冷却帯での冷却水で水冷して当該圧延材を目標温度に
冷却する圧延材の冷却装置において、
　上記請求項５～請求項７のいずれか１項に記載の冷却帯診断装置で故障と診断された冷
却帯を、上記選択対象から外すことを特徴とする圧延材の冷却装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱間圧延中の冷却装置や、デスケーリング装置等の冷却装置となる装置や、
熱間圧延された鋼板などの圧延材を巻取温度などの目標温度に冷却する冷却装置などに対
する診断又は冷却制御の技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱間圧延された鋼板の巻取温度制御（冷却制御）としては、例えば特許文献１や特許文
献２に記載の技術がある。これらの特許文献に記載されているように、熱間圧延された鋼
板は、複数のバンク（冷却帯）の列からなる冷却設備を通過する際に、目標温度に冷却さ
れる。
　例えば、仕上圧延機の出側温度（冷却設備に対する入側温度）と通板速度に基づき、予
め設定した温度計算モデル式を使用して注水量を推定する。そして、対象とする仮想切板
（長手方向に一定長で仮想的に分割した圧延板部分）に対し、上記推定した注水量とする
ためのバンクを選択し、その選択したバンクで水冷するフィードフォワード制御によって
、鋼板を目標の巻取温度とする。なお、仮想切板単位に冷却制御が実施される。
【０００３】
　そして、圧延材に注水する冷却水の実際流量や、冷却水吐出指令から実際に冷却水が鋼
板表面に到達（冷却開始）する時間を管理・把握することが冷却制御の精度の要の一つと
なる。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１１８０２７号公報
【特許文献２】特開平８－２５２６２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、各バンクで注水される実際の冷却水量が、制御で管理している設定流量
と異なる場合には、目的とする冷却が得られないか必要以上に冷却してしまうことで、冷
却制御の精度に悪影響がでる。
　このとき、実測の巻取温度（冷却設備の出側温度）に基づき、選択するバンクや通板速
度を変更するフィードバック制御も実施される場合がある。この場合には、上述のように
一部のバンクでの実際の注水量が管理されている設定流量と異なっていても、目標温度に
近い温度で巻き取り温度が実施可能となっている。このため、オンラインにおいてバンク
の異常発見が、し難い。
【０００６】
　ここで、各バンクでの注水量が設定流量となっているかどうかの診断は、従来、次のよ
うに実施されている。
　すなわち、定期的に休止日などに設備動作チェックを行うことで実施する。または、各
バンクを構成するヘッダのノズルのスプレー弁に対し、リミットスイッチなどを設けてお
き、その弁の実動作を検出したり、流量計を設置することで流量を検出したりして管理し
ている。
【０００７】
　しかしながら、定期的に休止日などに設備動作チェックを行うことは、作動を停止して
つまりオフラインで実施することが必要であり、また故障検出が遅れるといった課題があ
る。
　また、リミットスイッチや流量計を設置して管理することは、診断のためだけに複数の
センサや検出機などの機器類の設置が必要である。また、設置した各センサ等の機器類の
保守点検が別途必要となるといった課題がある。
　本発明は、上記のような点に着目したもので、診断のためだけにセンサ等の機器を必ず
しも設置しなくても、冷却制御で使用する諸元を利用してオンラインで設備異常を把握す
ることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明のうち請求項１に記載した発明は、圧延材が複数列
の冷却帯を通過する際に、上記複数列の冷却帯のうちから選択された１又は２以上の冷却
帯での冷却水で水冷すると共に、上記選択されなかった残りの冷却帯で空冷されることで
上記圧延材を目標温度に冷却する冷却装置における上記冷却帯を診断する冷却帯診断方法
であって、
　上記複数列の冷却帯を通過する前の実際の圧延材温度である入側温度Ｔｅと当該複数列
の冷却帯を通過した後の実際の圧延材温度である出側温度Ｔｄとをそれぞれ測定し、
　上記入側温度Ｔｅと上記出側温度Ｔｄの差である温度降下量を、上記選択された各冷却
帯の水冷時における冷却水の単位時間当たりの各設定流量がそれぞれ予め設定した一定値
となっているとき且つ上記選択された冷却帯の組合せが異なる冷却の条件ごとにそれぞれ
取得し、
　上記温度降下量を複数取得すると、取得した温度降下量毎に、温度降下量とその温度降
下量を求めたときに上記選択された冷却帯の情報とから、温度降下量に応じた抜熱量と上
記各冷却帯での実際の抜熱量との平衡式を求め、求めた複数の平衡式から、上記複数列の
冷却帯のうちの少なくとも一つの冷却帯における、水冷時における単位時間当たりの実際
の冷却水流量である計算流量を求め、
　上記求めた計算流量と上記設定した上記設定流量とから冷却帯の故障診断を行うことを
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特徴とする。
　次に、請求項２に記載した発明は、請求項１に記載した構成に対し、上記平衡式は、下
記（３）式から求めることを特徴とする。
【０００９】
　　Ｔｅ　－Ｔｄ　＝（ΣΔＱi／Ｖi）＋ΔＱｅ／Ｖｅ＋ΔＱｄ／Ｖｄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（３）
　　但し、ΔＱi　＝　Δｑｗi・Ｌi（水冷時の場合）
　　　　　ΔＱi　＝　ΔＱＡi　　　（空冷時の場合）
　　ここで、
　　ｉ　　：ｉ番目の冷却帯を示す添え字（ただし、ｉ：１～ｎ、ｎは冷却帯の総数）
　ΔＱi  ：ｉ番目の冷却帯での水冷若しくは空冷による単位時間当たりの抜熱量
　Ｖi　　：ｉ番目の冷却帯での平均搬送速度
　ΔＱｅ　：入側温度測定位置から複数列の冷却帯の入側までの単位時間当たりの抜熱量
　Ｖｅ　　：入側温度測定位置から複数列の冷却帯の入側までの平均搬送速度
　ΔＱｄ　：複数列の冷却帯の出側から出側温度測定位置までの単位時間当たりの抜熱量
　Ｖｄ　　：複数列の冷却帯の出側から出側温度測定位置までの平均搬送速度
　Δｑｗｉ：ｉ番目の冷却帯での水冷熱伝達係数
　Ｌi　　：ｉ番目の冷却帯での上記計算流量
　ΔＱＡi：ｉ番目の冷却帯での単位時間当たりの空冷による抜熱量
　　である。
【００１０】
次に、請求項３に記載した発明は、請求項１又は請求項２に記載した構成に対し、取得す
る上記温度降下量の数は、複数列の冷却帯の数以上であることを特徴とする。
　次に、請求項４に記載した発明は、圧延材を、複数列の冷却帯からなる冷却設備に通過
させる際に、上記複数列の冷却帯のうちから選択された１又は２以上の冷却帯での冷却水
で水冷して当該圧延材を目標温度に冷却する圧延材の冷却方法において、
　上記請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の冷却帯診断方法で故障と診断された冷
却帯を、上記選択対象から外すことを特徴とする。
【００１１】
次に、請求項５に記載した発明は、圧延材が複数列の冷却帯を通過する際に、上記複数列
の冷却帯のうちから選択された１又は２以上の冷却帯での冷却水で水冷すると共に、上記
選択されなかった残りの冷却帯で空冷されることで上記圧延材を目標温度に冷却する冷却
装置における、上記冷却帯を診断する冷却帯診断装置であって、
　上記選択された各冷却帯の水冷時における冷却水の単位時間当たりの各設定流量がそれ
ぞれ予め設定した一定値となっているときに、上記複数列の冷却帯を通過する前の実際の
圧延材温度である入側温度Ｔｅと当該複数列の冷却帯を通過した後の実際の圧延材温度で
ある出側温度Ｔｄとを取得する実績温度取得部と、
　上記実績温度取得部が温度を取得した圧延材部分の冷却に対して上記選択された冷却帯
の組合せを取得する選択冷却帯取得部と、
　上記選択冷却帯取得部の取得した冷却帯の組合せに基づき、冷却帯の組合せとして、予
め設定した複数種類以上の異なる組合せを取得したと判定すると、上記組合せ毎に、上記
入側温度Ｔｅと上記出側温度Ｔｄの差である温度降下量とその温度降下量を求めたときに
選択された冷却帯の情報とから、温度降下量に応じた抜熱量と上記各冷却帯での実際の抜
熱量との平衡式を求め、求めた複数の平衡式から、上記複数列の冷却帯のうちの少なくと
も一つの冷却帯における、水冷時における単位時間当たりの実際の冷却水流量である計算
流量を求める計算流量演算部と、
　上記計算流量演算部で求めた計算流量と上記設定流量とから冷却帯の故障診断を行う故
障診断部と、
　を備えることを特徴とする。
　次に、請求項６に記載した発明は、請求項５の構成に対し、上記平衡式は、下記（２）
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式から求めることを特徴とする。
【００１２】
　　Ｔｅ－Ｔｄ　＝（ΣΔＱi／Ｖi）＋ΔＱｅ／Ｖｅ＋ΔＱｄ／Ｖｄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（４）
　　但し、ΔＱi　＝　Δｑｗi・Ｌi（水冷時の場合）
　　　　　ΔＱi　＝　ΔＱＡi　　　（空冷時の場合）
　　ここで、
　　ｉ　　：ｉ番目の冷却帯を示す添え字（ただし、ｉ：１～ｎ、ｎは冷却帯の総数）
　ΔＱi  ：ｉ番目の冷却帯での水冷若しくは空冷による単位時間当たりの抜熱量
　Ｖi　　：ｉ番目の冷却帯での平均搬送速度
　ΔＱｅ　：入側温度測定位置から複数列の冷却帯の入側までの単位時間当たりの抜熱量
　Ｖｅ　　：入側温度測定位置から複数列の冷却帯の入側までの平均搬送速度
　ΔＱｄ　：複数列の冷却帯の出側から出側温度測定位置までの単位時間当たりの抜熱量
　Ｖｄ　　：複数列の冷却帯の出側から出側温度測定位置までの平均搬送速度
　Δｑｗｉ：ｉ番目の冷却帯での水冷熱伝達係数
　Ｌi　　：ｉ番目の冷却帯での上記計算流量
　ΔＱＡi：ｉ番目の冷却帯での単位時間当たりの空冷による抜熱量
　　である。
【００１３】
　次に、請求項７に記載した発明は、請求項５又は請求項６に記載した構成に対し、上記
計算流量演算部は、異なる冷却帯の組合せを上記複数列の冷却帯の数以上取得したと判定
すると、複数列の冷却帯の各計算流量を求めることを特徴とする。
　次に、請求項８に記載した発明は、圧延材を、複数列の冷却帯からなる冷却設備に通過
させる際に、上記複数の冷却帯のうちから選択された１又は２以上の冷却帯での冷却水で
水冷して当該圧延材を目標温度に冷却する圧延材の冷却装置において、
上記請求項５～請求項７のいずれか１項に記載の冷却帯診断装置で故障と診断された冷却
帯を、上記選択対象から外すことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、通常取得する冷却設備に対する入側・出側の実績温度と冷却制御指令
の情報を利用して、オンラインで冷却設備を構成する冷却帯（バンク）の異常を診断して
把握することが可能となる。この結果、より早期に故障診断が可能になると共に、当該冷
却帯（バンク）の故障診断のための動作点検の簡素化を図ることが出来る。
　このとき、請求項３又は請求項６に係る発明によれば、全ての冷却帯（バンク）の故障
診断を実施することが出来る。
【００１５】
　また、請求項４又は請求項７に係る発明によれば、設定流量と実際の流量とが異なる可
能性のある冷却帯を使用しないことで、より目標とする注水量での冷却がフィードフォワ
ードで実施可能となる結果、目標温度とするために発生する圧延材の搬送速度の変動をよ
り低減できたり、より精度良く冷却制御を実施することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明に基づく実施形態に係る冷却装置の構成を示す概念図である。
【図２】冷却帯診断部の構成を示す図である。
【図３】計算流量演算部の処理を示すフローチャート図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　次に、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。
　図１は、本実施形態の冷却装置の構成を示す概念図である。
　本実施形態では、圧延材として鋼板を例にして説明する。ただし、圧延材は鋼板に限定
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されず、アルミ板などからなり、且つ熱間圧延後の帯状の圧延材であってもよい。
　（構成）
　冷却装置は、図１に示すように、冷却設備１とその冷却設備１の各バンクを制御する冷
却コントローラ２とを備える。
【００１８】
　上記冷却設備１は、熱間圧延機、例えば仕上圧延機の最終スタンドＦｎと、鋼板３を巻
き取る巻取機４との間に配置される。そして、上記最終スタンドＦｎで圧延された鋼板３
は、ランナウトテーブル（不図示）で搬送されながら、上記冷却設備１で冷却されて目標
とする巻取温度となり、連続して上記巻取機４に巻き取られる。
　上記冷却設備１には、注水可能な多数のノズルを持った冷却水ヘッダが複数配置され、
選択された冷却水ヘッダのノズルからの冷却水で、搬送されてくる鋼板３の水冷を行う。
上記多数の冷却水ヘッダは、鋼板搬送方向に沿って複数に区分され、区分毎に冷却帯であ
るバンクを構成する。すなわち、冷却設備１には鋼板搬送方向に沿って複数列のバンクが
配置されている。また、バンク毎に各ヘッダに冷却水を供給する制御弁をそれぞれ設け、
バンク毎に各冷却水ヘッダへの冷却水供給を制御可能となっている。
【００１９】
　また、仕上出側温度計５が、上記最終スタンドＦｎの出側に配置されている。仕上出側
温度計５は、熱間圧延後の鋼板温度を測定する。
　また、巻取温度計６が巻取機４の入側に配置されている。巻取温度計６は巻取機４に巻
き取られる鋼板３の温度を測定する。
　冷却コントローラ２は、冷却制御部２Ａと冷却帯診断部２Ｂとを備える。冷却コントロ
ーラ２の冷却帯診断部２Ｂは、上記バンクを診断する冷却帯診断装置を構成する。
【００２０】
　上記冷却制御部２Ａは、少なくとも搬送速度と上記仕上出側温度計５が測定した出側温
度とに基づき、注水するバンクを選択し、その選択したバンクによる水冷と、選択しない
バンクによる空冷による冷却制御を行うことで、鋼板３を目標巻取温度に冷却制御する。
この冷却制御は、鋼板３を長手方向に一定長で仮想的に分割した材料部分である各仮想切
板毎に実施される。この冷却制御部２Ａの冷却制御方式は、注水するバンクを選択し、そ
の選択したバンクにより水冷する方式であれば、他の冷却制御方式であっても良い。
【００２１】
　上記冷却制御部２Ａでの処理の一例を挙げると、例えば、上記仕上出側温度計５が温度
測定した仮想切板のランナウトテーブル上での温度推移を計算すると共に、上記仮想切板
の位置をトラッキングし、その仮想切板位置と温度状態量に基づき、予め設定したサンプ
リング周期で上記仮想切板位置の巻取温度を予測し、その予測値によって、注水するバン
クを選択し、選択されたバンクでは、予め設定した設定流量の注水を行うフィードフォワ
ード制御を実施する。
【００２２】
　ここで、本実施形態の冷却装置では、各バンクでの注水量の単位時間当たりの設定流量
をそれぞれ一定値にして冷却制御を実施する場合とする。各バンクでの上記設定流量を変
更する場合には、次の冷却帯診断部２Ｂは、各バンクでの各注水量がそれぞれ予め設定し
た診断用の各設定流量となっているときの仮想切板の冷却時の温度測定値を採用する。
　上記冷却帯診断部２Ｂは、実績温度取得部２Ｂａと、選択冷却帯取得部２Ｂｂと、計算
流量演算部２Ｂｃと、故障診断部２Ｂｄとを備える。
【００２３】
　なお、上記冷却制御部２Ａにおける、各仮想切板のトラッキング情報によって各仮想切
板の位置はそれぞれ特定出来る。また、各仮想切板の各バンク位置などでの搬送速度につ
いても所定の精度で推定することが可能である。また、鋼板３の搬送速度は、最終スタン
ドＦｎのロール周速度や巻取機４の巻取軸の回転数などに基づき取得できる。
　実績温度取得部２Ｂａは、同一の仮想切板に対して、仕上出側温度計５及び巻取温度計
６がそれぞれ測定した温度を、入側温度Ｔｅ及び出側温度Ｔｄとして取得する。具体的に



(8) JP 5741060 B2 2015.7.1

10

20

30

40

50

は、実績温度取得部２Ｂａは、冷却制御部２Ａから、各仮想切板毎の入側温度Ｔｅ及び出
側温度Ｔｄを取得する。
【００２４】
　選択冷却帯取得部２Ｂｂは、上記実績温度取得部２Ｂａが温度を取得した圧延材部分で
ある仮想切板の冷却の際に選択されたバンクの組合せを取得する。具体的には、選択冷却
帯取得部２Ｂｂは、冷却制御部２Ａからバンクの組合せを取得する。この実績温度取得部
２Ｂａ及び選択冷却帯取得部２Ｂｂは、一つの処理部として構成して処理を実施するよう
にすればよい。
【００２５】
　上記計算流量演算部２Ｂｃは、上記選択冷却帯取得部２Ｂｂの取得したバンクの組合せ
に基づき、予め設定した複数種類以上の異なる組合せを取得したと判定すると、上記選択
されたバンクの組合せが異なるときに対応して上記実績温度取得部２Ｂａで測定された入
側温度Ｔｅと出側温度Ｔｄとの組をそれぞれ下記（５）式で示される関数のパラメータに
設定することで表される連立方程式を演算して、少なくとも一つのバンクにおける、水冷
時における単位時間当たりの実際の冷却水流量である計算流量を求める。
【００２６】
　計算流量演算部２Ｂｃの処理の一例を、図３に示すフローチャートに基づき説明する。
　まずステップＳ１０にて、上記選択冷却帯取得部２Ｂｂの取得したバンクの組合せに基
づき、予め設定した複数種類以上の異なる組合せを取得したと判定する。本実施形態では
、冷却設備１に設定したバンク数と同じ数であるｎ個の異なるバンクの組合せを取得した
か否かを判定する。条件を満足する場合には、ステップＳ２０に移行する。条件を満足し
ない場合には、ステップＳ１０の処理を予め設定した制御時間毎に実施する。異なるバン
クの組合せの判定は、例えば、バンクの組合せを、バンク列の行列として表し、異なる行
列の数によって判定する。例えばバンク数が１３とした場合であって、第４，６，９番目
のバンクを選択したい場合には、例えば下記のような行列とする（選択して冷却指令を行
ったバンクを「１」とした。）。
【００２７】
　（０，０，０，１，０，１，０，０，１，０，０，０，０）
　ステップＳ２０では、実績温度取得部２Ｂａ及び選択冷却帯取得部２Ｂｂが取得した、
「選択されたバンク（水冷のバンク）と入側温度Ｔｅ及び出側温度Ｔｄの組」を、パラメ
ータとして、バンク数分の下記(５)式の関数を規定することで連立方程式を設定する。こ
こで、バンク数をｎとする。
　　Ｔｅ－Ｔｄ　＝（ΣΔＱi／Ｖi）＋ΔＱｅ／Ｖｅ＋ΔＱｄ／Ｖｄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（５）
　　但し、ΔＱi　＝　Δｑｗi・Ｌi（水冷時の場合）
　　　　　ΔＱi　＝　ΔＱＡi　　　（空冷時の場合）
　　ここで、
　　　ｉ　　：ｉ番目のバンクを示す添え字（ただし、ｉ：１～ｎ、ｎはバンクの総数）
　ΔＱi  ：ｉ番目のバンクでの水冷若しくは空冷による単位時間当たりの抜熱量
　Ｖi　　：ｉ番目のバンクでの平均搬送速度
　ΔＱｅ　：入側温度測定位置から複数列のバンクの入側までの単位時間当たりの抜熱量
　Ｖｅ　　：入側温度測定位置から複数列のバンクの入側までの平均搬送速度
　ΔＱｄ　：複数列のバンクの出側から出側温度測定位置までの単位時間当たりの抜熱量
　Ｖｄ　　：複数列のバンクの出側から出側温度測定位置までの平均搬送速度
　Δｑｗｉ：ｉ番目のバンクでの水冷熱伝達係数
　Ｌi　　：ｉ番目のバンクでの上記計算流量
　ΔＱＡi：ｉ番目のバンクでの単位時間当たりの空冷による抜熱量
　　である。
【００２８】
　なお、上記（５）式において、対象とする仮想切板に対する仕上出側温度計５の測定位
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置から巻取温度計６の測定位置までの間における速度変化が予め設定した許容速度以下の
場合には、下記（６）式を使用しても良い。
　　Ｔｅ－Ｔｄ　＝（（ΣΔＱi）＋ΔＱｅ＋ΔＱｄ）／Ｖ　　・・・（６）
　　但し、Ｖは、仕上出側温度計５の測定位置から巻取温度計６の測定位置までの間の平
均搬送速度とする。
【００２９】
　ステップＳ３０では、ステップＳ３０でパラメータが設定された連立方程式を演算して
、各バンクでの水冷時の実際の注水量である計算流量Ｌｉ（ｉ＝１～ｎ）を求める。
　次に、上記（５）式について説明する。
　圧延材を構成する材料の冷却は、その冷却水量、材料速度、材料温度、材質等によって
左右される。このため、下記（７）式の平衡式が成立する。
　　材料の温度降下量＝（冷却水による抜熱）＋（空冷による抜熱）　・・・（７）
【００３０】
　入側温度Ｔｅを測定する仕上出側温度計５の測定位置から、出側温度Ｔｄを測定する巻
取温度計６での測定位置までの間における上記材料の温度降下量は、「Ｔｅ－Ｔｄ」とな
り、上記(５)式の左辺となる。
　また、仕上出側温度計５の測定位置から巻取温度計６の測定位置までの間での、総抜熱
は、各バンクでの抜熱（ΣΔＱi／Ｖi）と、仕上出側温度計５の測定位置から複数列のバ
ンクの入側までの間（図１中Ｓ１）の空冷による抜熱量（ΔＱｅ／Ｖｅ）と、複数列のバ
ンクの出側から巻取温度計６の測定位置までの間（図１中Ｓ２）の空冷による抜熱量（Δ
Ｑｄ／Ｖｄ）となる。
【００３１】
　以上のことから上記（５）式が成立することが分かる。
　また、上記（５）式における空冷による、単位時間当たりの抜熱量ΔＱｅ、ΔＱｄ、Δ
ＱＡi（ｉ：１～ｎ）は、予め実験や理論によって求めておいて、設定しておけばよい。
この単位時間当たりの抜熱量ΔＱｅ、ΔＱｄ、ΔＱＡiは、例えば、抜熱位置の温度雰囲
気、
鋼板３の比熱、入側温度Ｔｅの範囲によって設定する。対象とする抜熱位置の温度雰囲気
、鋼板３の比熱、入側温度Ｔｅの範囲の変化が小さい場合には、一定の値に設定すればよ
い。温度雰囲気、比熱範囲、入側温度Ｔｅの範囲毎に予めマップ形式でデータを持ってい
て、上記入側温度Ｔｅによって決定するようにしても良い。また、抜熱位置の温度雰囲気
、鋼板３の比熱、入側温度Ｔｅの範囲がそれぞれ予め設定した範囲となっているときに、
上記「選択されたバンク（水冷のバンク）と入側温度Ｔｅ及び出側温度Ｔｄ」を取得する
ようにしても良い。
【００３２】
　また、各バンクの水冷熱伝達係数Δｑｗｉについても、抜熱位置の温度雰囲気、鋼板３
の比熱、冷却水の温度によって予め実験や理論から求めておけばよい。なお、冷却水によ
る抜熱は冷却水量に比例する。
　このように、上記（５）式において、各バンクでの上記計算流量Ｌiだけを不定の変数
とした連立方程式となる。このため、バンク数ｎだけの方程式があれば、各バンクでの実
際の流量である計算流量Ｌi（ｉ：１～ｎ）を求める事が出来る。
【００３３】
　次に、故障診断部２Ｂｄは、各バンクに設定されている上記設定流量と上記計算流量演
算部２Ｂｃで求めた計算流量とから、各バンクの故障診断を行う。
　本実施形態では、各バンク毎に次の判定処理を実施する。
　例えば、対象とするバンクにおける、計算流量と設定流量との誤差が、予め設定した閾
値（±２０％など）以上の判定した場合には、異常バンクと判定する。
【００３４】
　例えば、下記のように判定しても良い。
　「計算流量＞設定流量の１２０％」か否かを判定する。条件を満足する場合には、流量
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調整弁が故障と判定する。応答が早い方向に温度差がずれている場合には、この条件を使
用することが好ましい。
　また、「計算流量＜設定流量の９０％」か否かを判定する。条件を満足する場合には、
ノズル詰まり若しくは応答遅れの故障と判定する。
【００３５】
　上記１２０％及び９０％は例示であり、設計仕様や上記式の精度などに基づき決定すれ
ばよい。
　なお、「計算流量＞設定流量の１５０％」などと計算流量が設定流量よりも大幅に大き
い場合には、当該バンクの流量調整弁が故障であると共に、他の空冷状態のはずのバンク
の不良のおそれがあると判定する。例えば、当該バンクで注水可能の最大流量以上の計算
流量の場合には、他のバンクの故障推定を行う。他のバンクの故障の判定は、そのバンク
の診断によって決定可能である。
【００３６】
　他のバンクの故障の影響によっても、当該バンクが異常と判定される場合もある。しか
し、異常判定されたバンクが１つだけの場合には、そのバンクのみ異常と診断することが
可能である。また、２以上のバンクで異常と判定された場合には、その異常判定されたバ
ンクのいずれかが異常と診断することが出来る。２以上のバンクで異常と判定された場合
には、各バンクの異常理由から真に異常のバンクを判定しても良いし、その全てのバンク
を異常と診断しても良い。
【００３７】
　上記冷却帯診断部２Ｂで求めた異常バンクを、その推定故障理由とともに表示部７に表
示すると共に、そのバンク異常情報を上記冷却制御部２Ａに出力する。
　上記冷却制御部２Ａは、上記冷却帯診断部２Ｂで異常と判定されたバンクを選択対象の
バンクから外して上述の処理を実施する。
　以上のように、本実施形態の冷却装置では、通常取得する冷却設備１に対する入側・出
側の実績温度と冷却制御指令の情報を利用して、オンラインで冷却設備１を構成する冷却
帯（バンク）の異常を診断して把握することが可能となる。この結果、より早期に故障診
断が可能になると共に、当該冷却帯（バンク）の故障診断のための動作点検の簡素化を図
ることが出来る。
【００３８】
　また、異常判定されたバンクを使用しないことで、より目標とする注水量での冷却制御
がフィードフォワードによってより安定して実施可能となる。この結果、目標温度とする
ために発生する鋼板３の搬送速度の変動をより低減できたり、より精度良く冷却制御を実
施することが可能となる。
　ここで、冷却設備１によっては、バンク列の途中に中間温度計を設置して鋼板３の温度
を測定する場合もある。この場合には、例えばバンク列を２つのグループに分けて、各グ
ループ毎に上記バンクの異常診断を実施するようにしても良い。
【００３９】
　また、上記実施形態では、全てのバンクについて一度に故障診断している。これに代え
て、総バンクのうちの１又は２以上のバンク毎に故障診断しても良い。
　例えば、診断対象とするバンクを３つとし、その診断対象のバンクの選択・非選択状態
が同じ場合であって、各バンクの選択・非選択状態が異なる３つのときの「入側温度Ｔｅ
と出側温度Ｔｄとの組」を取得して、３つの連立方程式を解くことで、当該３つの診断対
象のバンクを判定しても良い。
【００４０】
ここで、上記実施形態では、熱間圧延された鋼板などの圧延材を巻取温度などの目標温度
に冷却する冷却装置を例に挙げて説明したが、本発明はこれに限定されない。例えば、熱
間圧延中の冷却装置や、デスケーリング装置等の冷却装置となる装置など、圧延材が複数
列のバンク（冷却帯）を通過する構成となっている設備であれば、本発明は適用可能であ
る。
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【符号の説明】
【００４１】
１     冷却設備
２     冷却コントローラ
２Ａ   冷却制御部
２Ｂ   冷却帯診断部
２Ｂａ 実績温度取得部
２Ｂｂ 選択冷却帯取得部
２Ｂｃ 計算流量演算部
２Ｂｄ 故障診断部
３     鋼板
４     巻取機
５     仕上出側温度計
６     巻取温度計
７     表示部
Ｌｉ   計算流量
Ｔｄ   出側温度
Ｔｅ   入側温度

【図１】 【図２】

【図３】
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